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第三者割当増資における発行新株式数の確定に関するお知らせ 
 

 2018年 10月３日開催の当社取締役会において決議いたしました野村證券株式会社を割当先とする第

三者割当による新株式発行に関し、割当先より発行予定株式数の全部につき申込みを行う旨通知があり

ましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

(１) 発 行 新 株 式 数  7,842,000 株 

  （発行予定株式数 7,842,000 株） 

(２) 払 込 金 額 の 総 額  4,729,039,680 円 

   （１株につき 603.04 円） 

(３) 増 加 す る 資 本 金 の 額  2,364,519,840 円  

   （１株につき 301.52 円） 

(４) 増加する資本準備金の額  2,364,519,840 円 

   （１株につき 301.52 円） 

(５) 申込期間（申込期日） 2018 年 11 月 26 日(月) 

(６) 払 込 期 日 2018 年 11 月 27 日(火) 

 

＜ご参考＞ 

１．上記の第三者割当増資は 2018 年 10 月３日開催の当社取締役会において、公募による新株式発行、

公募による自己株式の処分、東京急行電鉄株式会社を割当先とする第三者割当による自己株式の

処分及び当社株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）と同時に決議されたもので

あります。 

当該第三者割当増資の内容等については 2018 年 10 月３日に公表いたしました「公募及び第三者

割当による新株式発行及び自己株式の処分並びに株式売出しに関するお知らせ」及び 2018 年 10

月 22 日に公表いたしました「発行価格、処分価格及び売出価格等の決定に関するお知らせ」をご

参照下さい。 
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２．今回の第三者割当による新株式発行に係る発行済株式総数の推移 

現在の発行済株式総数 711,988,974 株 （2018 年 11 月 22 日現在） 

野村證券株式会社を割当先とする   

第三者割当による新株式発行に係る増加株式数 7,842,000 株  

野村證券株式会社を割当先とする   

第三者割当による新株式発行後の発行済株式総数 719,830,974 株  

 

３．今回の調達資金の使途 

今回の第三者割当増資による手取概算額 4,698,039,680 円については、当該第三者割当増資と同

日付で決議された国内一般募集及び海外募集並びに東京急行電鉄株式会社を割当先とする第三者

割当による自己株式の処分の手取概算額 61,623,660,320 円と合わせ、手取概算額合計

66,321,700,000 円について、66,000,000,000 円を 2020 年９月末までにオフィス、商業施設等当社

グループの設備投資資金の一部に充当し、残額は 2020 年９月末までに有利子負債の返済資金に充

当する予定であります。 

詳細につきましては、2018 年 10 月３日に公表いたしました「公募及び第三者割当による新株式

発行及び自己株式の処分並びに株式売出しに関するお知らせ」をご参照下さい。 

 

以  上 

 


